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Ⅱ 平成２１年度予算編成

１ 予算規模

予算規模７，５９８億円（平⑳当初７,６２６億円：▲２８億円、▲０．４％）

～対前年度当初予算比で８年連続マイナス～

（参考）過去の当初予算規模

平⑪ ８，６０５億円（▲１．３％） 平⑯ ７，９８７億円（▲２．６％）

平⑫ ８，７２６億円（ １．４％） 平⑰ ７，７５９億円（▲２．８％）＊６補後

平⑬ ８，７６２億円（ ０．４％） 平⑱ ７，７０７億円（▲０．７％）

平⑭ ８，３４７億円（▲４．７％） 平⑲ ７，６６０億円（▲０．６％）

平⑮ ８，２０２億円（▲１．７％） 平⑳ ７，６２６億円（▲０．４％）

２ 予算編成の基本的考え方

県税収入が急激な景気後退の影響で過去最大級の減収率となる中で、国の地方財政対策

による地方交付税などの伸びではこれを十分補えず、一方では公債費、社会保障関係経費

などの義務的経費が増加するなど、県財政はかつてない極めて厳しい状況にある。

このため、引き続き、職員の定員削減による人件費の縮減や事務事業の見直しなど徹底

した行財政改革による歳出削減を一層進めることに加え、財源対策として活用可能な積立

基金を全額取り崩すなど臨時的歳入を確保し、さらに、職員給与の臨時的抑制に踏み切る

こととした。これにより５７０億円の財源不足を解消することができた。

また、現下の最重要課題である景気雇用対策については、これまでも平成２０年度９月

補正予算、１２月補正予算などにより機動的な緊急対策を講じてきたが、さらに、国の２

次補正予算を活用し、３月補正予算と一体となって、最大限取り組むこととした。

また、未来づくりという課題については、長期構想の初年度として１６の重点プロジェ

クトに沿って予算の重点配分を行った。
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３ 予算のポイント

歳 入
（単位：億円、％）

平21当初 平20当初
項 目 構成比 構成比 増減額 増減率

予 算 額 予 算 額

県 税 ２,０９０ 27.5 ２,６６０ 34.9 ▲ ５７０ ▲ ２１.４

地 方 譲 与 税 １６０ 2.1 ４４ 0.6 ＋ １１６ ＋２６５.９

地方特例交付金 ２５ 0.3 ２８ 0.4 ▲ ３ ▲ １２.５

地 方 交 付 税 １,６７１ 22.0 １,６２１ 21.3 ＋ ５０ ＋ ３.１

県 債 １,１８３ 15.6 ９４７ 12.4 ＋ ２３６ ＋ ２４.９

臨時財政対策債を除く ６６２ 8.7 ６９７ 9.1 ▲ ３５ ▲ ５.０

国 庫 支 出 金 ８２４ 10.8 ７９８ 10.5 ＋ ２６ ＋ ３.３

繰 入 金 ３３４ 4.4 ３０９ 4.1 ＋ ２５ ＋ ８.１

寄 附 金 ５３ 0.7 ０ 0.0 ＋ ５３ ―

そ の 他 収 入 １，２５８ 16.6 １,２１９ 15.8 ＋ ３９ ＋ ３.２

合 計 ７，５９８ 100.0 ７,６２６ 100.0 ▲ ２８ ▲ ０.４

１ 県 税

２，０９０億円（平20当初 ２，６６０億円 ▲５７０億円 ▲２１.４％）

急激な景気後退の影響でほとんどの税目において減収。特に法人二税においては地方法

人特別税の影響もあり、大幅減（▲４２８億円）。個人県民税においても給与所得の減少

傾向により減収（▲８３億円）。その他自動車税（▲９億円）、自動車取得税（▲２５億

円）軽油引取税（▲３３億円）などの消費関連税の減収が見込まれる。

２ 地方譲与税

１６０億円（平20当初 ４４億円 ＋１１６億円 ＋２６５．９％）

地方法人特別譲与税（１２０億円）の創設により増加

３ 地方交付税

１，６７１億円（平20当初 １，６２１億円 ＋５０億円 ＋３.１％）

基準財政収入額の減少、地域雇用創出推進費の創設などにより５０億円の増加

４ 県 債

１，１８３億円（平20当初 ９４７億円 ＋２３６憶円 ＋２４．９％）

臨時財政対策債が大幅に増加（＋２７１億円）。臨時財政対策債を除く県債については平

成２０年度当初予算比で５％抑制（▲３５億円）

５ 繰 入 金

３３４億円（平20当初 ３０９億円 ＋２５億円 ＋８．１％）

財源対策として活用可能な積立基金の全額取り崩し（２２８億円）、土地開発基金の取り

崩し（１７億円）

６ 寄 附 金

５３億円（平20当初 ０億円 ＋５３億円 ）

外郭団体に県の補助で設置した基金を返還
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歳 出
（単位：億円、％）

平21当初 平20当初
項 目 構成比 構成比 増減額 増減率

予 算 額 予 算 額

人 件 費 ２，３２３ 30.6 ２,４２３ 31.8 ▲ １００ ▲ ４.１

職 員 給 等 ２，０８２ 27.4 ２,１８２ 28.6 ▲ １００ ▲ ４.６

退 職 手 当 ２４１ 3.2 ２４１ 3.2 ０ ０

公 債 費 １，３５２ 17.8 １,３２６ 17.4 ＋ ２６ ＋ １.９

社会保障関係経費 ７６７ 10.1 ７５２ 9.9 ＋ １５ ＋ ２.０

普通建設事業費 １，３２４ 17.4 １,３８５ 18.1 ▲ ６１ ▲ ４.４

そ の 他 １，８３２ 24.1 １,７４０ 22.8 ＋ ９２ ＋ ５.３

合 計 ７，５９８ 100.0 ７,６２６ 100.0 ▲ ２８ ▲ ０.４

１ 人 件 費

２，３２３億円（平成20当初 ２，４２３億円 ▲１００億円 ▲４.１％）

職員の臨時的給与抑制及び職員数の減などにより減少（▲１００億円）

２ 公 債 費

１，３５２億円（平成20当初 １，３２６億円 ＋２６億円 ＋１.９％）

公共投資などのために発行した県債の償還が増加し、過去最高であった平成２０年度をさ

らに上回る。施設の耐用年数などを踏まえ、多くの道府県と同様、定時償還方式県債の償

還期間を２０年から３０年に変更

３ 社会保障関係経費

７６７億円（平成20当初 ７５２億円 ＋１５億円 ＋２.０％）

重度心身障害者医療費負担金助成費の増（＋５億円）、介護保険事業県負担金の増（＋８億

円）、後期高齢者医療費助成費の増（＋１４億円）などにより１５億円増加

４ 普通建設事業費

１，３２４億円（平成20当初 １，３８５億円 ▲６１億円 ▲４.４％）

特別支援学校建設事業費（＋１０億円）、国体関連施設整備事業費（＋１９億円）が増加す

る一方、公共事業費及び県単事業費の５％縮減（▲５１億円）、合併市町村支援交付金の減

（▲７億円）などにより６１億円減少

５ その他

１，８３２億円（平成20当初 １，７４０億円 ＋９２億円 ＋５.３％）

中小企業に対する金融支援強化のための中小企業制度融資貸付金の増（＋７１億円）、国の

交付金を活用したふるさと雇用再生特別基金事業費（１１億円）及び緊急雇用創出臨時特

例基金事業費（２５億円）の新設などにより９２億円増加


